
出典：国土交通省ＨＰ

○防災性の低下
倒壊、崩壊、屋根・外壁の落下
火災発生のおそれ

○防犯性の低下
犯罪の誘発

○ごみの不法投棄

○衛生の悪化、悪臭の発生
蚊、蝿、ねずみ、野良猫の発生、集中

○風景、景観の悪化

○その他
樹枝の越境、雑草の繁茂、落ち葉の飛散 等

想定される問題の例

0 100 200 300 400

その他

悪臭の発生

火災の発生を誘発

ゴミなどの不法投棄等を誘発

防災や防犯機能の低下

風景・景観の悪化

※国土交通省による全国1,804全市区町村を対象とする
アンケート（H21.1）結果。回答率は６７％

※上記の件数は、複数回答によるもの

（件）

空き家の発生による諸問題

管理水準の低下した空き家や空き店舗の周辺への影響

参考１



空き家数の推移（全国の状況）
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※中井町等（中井町、松田町、山北町、箱根町、真鶴町及び清川村）は個別データがないため県合計からの差し引きにより求めている。 （総務省 平成25年住宅･土地統計調査）
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【神奈川県の空き家の数と空き家率の推移】

（総務省 住宅・土地統計調査）

○神奈川県の空き家の戸数は、約49万戸で、全国で3番目の多さであり、今後一層増加することが

懸念されている。

○なかでも「その他の住宅」の増加率が増大している。

○「その他の住宅」（約133千戸）のうち、「一戸建（木造）」（約61千戸）が最も多い。

空き家数（千戸） 空き家率（％）
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賃貸用又は売却用の住宅

二次的住宅

空き家率

429
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349
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487

一戸建
（非木造）
0.4％
2,000戸

長屋建
（木造）
0.6％
3,000戸

二次的住宅
5.1％
24,600戸

空き家総数
486,700戸

賃貸用の住宅
62.5％
304,300戸

売却用の住宅
5.0％
24,500戸

その他の住宅
27.4％
133,200戸一戸建

（木造）
12.5％
61,000戸

長屋建
（非木造）
0.06％
300戸

共同住宅
（木造）
2.8％
13,700戸

共同住宅
（非木造）
10.7％
52,100戸

その他
0.2％
900戸

【空き家の種類別内訳】

神奈川県内の空き家の現状
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出典：国土交通省

適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしており、地域住民の生命・身体・
財産の保護、生活環境の保全、空家等の活用のため対応が必要（1条）
参考：現在、空家は全国約820万戸（平成25年）、454の自治体が空家条例を制定（平成27年10月）

背 景

○ 「空家等」とは建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされて
いないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着するものを含む。）
をいう。ただし、国または地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。（2条1項）

○ 「特定空家等」とは、
① 倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態
② 著しく衛生上有害となるおそれのある状態
③ 適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態
④ その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態
にある空家等をいう。（2条2項）

定 義

・市町村による空家等対策計画の策定
・空家等の所在や所有者の調査
・固定資産税情報の内部利用等
・データベースの整備等
・適切な管理の促進、有効活用

空家等

・措置の実施のための立入調査
・措置→勧告→命令→代執行の措置

特定空家等

所有者、市町村、都道府県、国の役割

・周辺の生活環境に悪影響を及ぼすことがないよう、適切な
管理に努める（3条）

所有者
・国の基本方針に即した、空家等対策計画の策定（6条）、協議会の設

置（7条）

・法律で規定する限度において、空家等への立入調査（9条）

・空家等の所有者等を把握するための固定資産税情報の内部利用（10

条）

・空家等に関するデータベース整備等（11条）

・所有者等に対する情報の提供、助言その他必要な援助（12条）

・空家等及びその跡地に関する情報の提供その他これらの活用の

ための対策の実施（13条）

・特定空家等に対し、除却、修繕、立竹木の伐採等の措置の助言又は

指導、勧告、命令が可能。さらに、要件が明確化された行政代執行

の方法による強制執行が可能（14条）

市町村

・市町村に対する技術的な助言、市町村相互間の連絡調
整等必要な援助（8条）

都道府県

・空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するため
の基本方針を定める（5条）

国

出典：神奈川県住宅計画作成資料より

空家等対策の推進に関する特別措置法（概要）



市町村の取組み

地元市町村における地域の実情に応じた空き家対策の取組みが大切

【適切な管理の促進】
・市町村が策定する空家等対策計画の指針となるモデル計画を
作成（H28.6）

・市町が行う空き家実態調査の際の参考となる県営水道の閉栓
情報の提供（１７市町／１８市町）

・国の先駆的空き家対策モデル事業補助金を受け、①特定空家
等の判断基準、②所有者特定の手法、③内部動産の処分・管
理の手法、についてマニュアルを作成（※１）（H29.3）

【利活用の促進】
・住宅相談窓口の開設※２

・空き家対策に関連する管理流通、建物調査、権利調整、リ
フォー ムの各分野の事業者を登録し、住宅相談窓口と連携

（※１）（H30.5.1現在 102社登録）
・県民向けの普及啓発事業として、空き家利活用セミナーを実
施 （H29.2 川崎市）

・県も構成員となっている神奈川県居住支援協議会において、
NPO 団体等を登録し、市町村等が運営する空き家バンクに
登録されている物件とをマッチングする制度を構築予定

【法に基づく助言又は指導、勧告、命令、行政代執行】
【助言又は指導】
横須賀市、横浜市、相模原市、茅ヶ崎市
【勧告】
横須賀市

【行政代執行（略式）】
横須賀市

【連携・情報交換】
・神奈川県空き家対策行政実務者会議を開催し、市町村が空き
家対策を行う上での必要な情報提供、意見交換及び専門家等
からの講演等を行う

県の取組み

【空き家実態調査】
【全域調査】
川崎市、鎌倉市、藤沢市、小田原市、茅ヶ崎市、三浦市、
秦野市、厚木市、大和市、海老名市、南足柄市、綾瀬市、
二宮町、中井町、大井町、松田町、山北町、箱根町、
真鶴町、愛川町

【区域内の一部地区限定調査】
横浜市、相模原市、横須賀市、平塚市、大磯町

【空家等対策計画の策定】
【策定済み】
横浜市、川崎市、相模原市、鎌倉市、小田原市、茅ヶ崎市、
秦野市、厚木市、松田町、平塚市、綾瀬市、箱根町

【H30策定予定】
横須賀市、海老名市、三浦市、南足柄市、葉山町、
二宮町、湯河原町、山北町

【空き家バンク設置】
横須賀市、三浦市、小田原市、南足柄市、二宮町、松田
町、山北町、箱根町、真鶴町、中井町、愛川町、開成町、
清川村

県と市町村の取組み

※１ 県や各市町村、不動産関係団体等で構成する神奈川県居住支援協議会の取組み
※２ （公社）かながわ住まいまちづくり協会の取組み

連
携
・
支
援

出典：神奈川県住宅計画作成資料より
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二宮町の空き家の現状について

町の空き家の現状

住宅・土地統計調査 空き家実態調査

調査機関 総務省 二宮町

調査年 平成25年度 平成27年度

対象物件
○住宅
○住宅以外で人が居住する建物

戸建て住宅
（店舗等併用住宅・共同住宅は対象外）

空き家数
１，８１０戸
その内、「その他の住宅」が５６０戸 ２５４戸

建物総数 １３，０１０戸 ８，４０５戸

空家率 １３．９％ ３．０％

調査の特徴

全国一斉に行われる統計調査で、平
成25（2013）年度は二宮町から
約800戸を抽出して調査が行われ
ました。空家法で規定する空家等以
外の建物も含まれますが、全国を同
条件で調査しているために、他市町
村との比較がしやすい指標となりま
す。本調査における空き家の分類の
うち、「その他の住宅」が管理不全
となる可能性が高いとされています。

６か月以上の水道閉栓情報と地区
からの情報提供を基に、現地での
外観目視により実施した調査です。
調査結果について、データベース
を作成しており、今後、町の空き
家への対策を進めていく上での基
礎資料となります。

町内の空家分布状況
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二宮町の空き家対策

①空家等対策計画の策定
空家法第６条に基づき、町が実施する空き家に関する
対策について基本的な考え方を示すとともに、空家等
対策を総合的にかつ計画的に実施することを目的とし
て本計画を平成30年４月に策定。

②空家等対策協議会の設置
空家法第７条に基づき、二宮町空家等対策協議会を平
成30年度に設置予定。対策計画の変更や実施に関す
る協議等を実施。

③空き家バンク
未利用の空き家の市場への流通を図り、継続的な利活
用を促進するとともに、定住促進を図るため、平成
28年２月に空き家バンクを開設。

④空き家リフォーム補助
空き家バンクに登録された住宅を20万円以上のリ
フォーム工事を実施した場合、バンク登録者又は利用
希望者に対し、10万円を限度に補助を行う。 ※平
成30年度より制度見直し。

⑤納税通知書を利用した啓発
固定資産税の納税者や納税管理人に通知される納税通知書

に空き家の適正管理や相続に関する啓発のお知らせ等を同

封し、町内に土地建物を所有する方に対し、啓発を行う。

⑥空き家セミナー及び相談会の実施
専門家団体と連携し空家相談会及びセミナーを平成３０年

度に開催。

空き家所有者及びこれから空き家を所有する方の管理意識

の向上などを目的とする。

⑦特定空家等に対する措置について
特定空家等に対する措置について、国のガイドラインに準

拠した「二宮町特定空家等判定基準（仮称）」の策定と有

識者で構成する「特定空家等審査会（仮称）」を平成30

年度に設置。

計画・協議会

利活用

予防・啓発
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二宮町空家等対策計画

空家等対策計画概要
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二宮町空き家バンクについて

○売却や賃貸したい空き家の所有者等から登録いた
だいた物件を町のホームページ等に掲載して、空き
家を購入や賃借したい利用希望者へ情報を提供しま
す。

○二宮町では公益社団法人神奈川県宅地建物取引業
協会湘南中支部と公益社団法人全日本不動産協会神
奈川県本部西湘支部に売買や賃貸借の媒介に関する
協力を依頼して実施しています。

現在町空き家バンクに登録している物件について

バンク公開写真

空き家バンクとは？

10



住宅リフォーム等助成事業（二宮町事業）

＜主な対象工事＞

○浴室、台所、洗面室及び便所の改修工事 ○屋根のふき替え、塗装及び防水工事
○給排水衛生設備工事 ○床材、内壁材及び天井材の張り替え、塗装等の内装工事
○給湯設備工事 ○ガス設備工事
○換気設備工事 ○床、壁、窓、天井及び屋根の断熱改修工事 ○電気設備工事 など

補助名称 概要 補助金額

住宅リフォーム補助
住宅をリフォームした者に交付する補助金

２0万円以上の工事に対し、5万円

空き家リフォーム補助
空き家をリフォームした登録者又は利用希望者に
交付する補助金 ※空き家バンク登録物件が対象 20万円以上の工事に対し、10万円

同居リフォーム補助
親世帯と子世帯の道教に伴い住宅をリフォームし
た者に交付する補助金 40万円以上の工事に対し、20万円

同居・近居に伴う住宅取得補助
親世帯と子世帯の同居・近居に伴い住宅を購入し
た者に交付する補助金 住宅取得に要した費用に対し、20万円

三世代同居補助
同居リフォーム又は同居・近居に伴う住宅取得の
補助を受けた者で、中学生以下の孫と同居する場
合に補助を加算

20万円を加算して補助

住宅リフォーム等補助（平成30年度から実施）

その他要件等があるため、申請する際は町都市整備課に要確認
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適正管理の啓発について（二宮町事業）

納通に同封チラシ（裏面）
セミナーと相談会の開催を周知 空き家バンクと管理相談について

の案内を掲載
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「特定空家等」と固定資産税等の住宅用地特例との関わり

「特定空家等」に勧告されると住宅用地特例がなくなり、（土地の）固定資産税がUPします。
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空き家の発生を抑制するための特例措置

住宅とその敷地を除却した場合、譲渡所得から3,000万円控除

平成31年12月
31日までに譲渡
したものが対象

出典：国土交通省ＨＰ


